
東北防衛局達第２０号

秘密保全に関する訓令（平成19年防衛省訓令第36号）第５３条第１

項の規定に基づき、東北防衛局における秘密保全に関する規則を次の

ように定める。

平成１９年９月１日

東北防衛局長 酒 井 隆

東北防衛局における秘密保全に関する規則

改正 平成２０年７月３０日 東北防衛局達第６号

令 和 ２ 年 ３ 月 ３ １ 日 東北防衛局達第１号

令和３年１２月２０日 東北防衛局達第８号

令 和 ５ 年 ３ 月 ２ ８ 日 東北防衛局達第２号

（用語の定義）

第１条 この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該

各号に定めるところによる。

(1) 秘密 秘密保全に関する訓令（平成１９年防衛省訓令第３６

号。以下「秘密訓令」という。）第２条第１項に規定する秘密

をいう。

(2) 関係職員 秘密訓令第２条第３項に規定する関係職員をいう。

(3) 管理者 秘密訓令第２条第３項第１号に規定する管理者をい

う。

(4) 取扱者 秘密訓令第３条に規定する取扱者をいう。

(5) 保全責任者 秘密訓令第４条第１項に規定する保全責任者を

いう。

（管理者）

第２条 秘密訓令第２条第３項第１号キに規定する地方防衛局長の指

定した者は、次に掲げる者とする。

(1) 三沢防衛事務所長及び郡山防衛事務所長

（取扱者）

第３条 管理者又はその職務上の上級者（以下「管理者等」という。）

は、秘密訓令第３条の規定により取扱者を指定するときは、別記第

１号様式による防衛保全取扱者指定書により指定するものとする。

（保全責任者）

第４条 管理者等は、秘密訓令第４条第１項の規定により保全責任者

又は同訓令第４条第４項の規定により保全責任者を代行する職員を

指定するときは、別記第２号様式

防衛秘密保全責任者指定書



による により、
防衛秘密保全責任者代行者指定書

部下職員である行政職俸給表（一）の職務の級２級以上の職にあ

る者及び幹部自衛官の中から指定しなければならない。

２ 管理者等は、秘密訓令第４条第１項の規定により、保全責任者

を指定したときは、順序を経て東北防衛局長（以下「局長」という。）

に報告しなければならない。

３ 保全責任者の職務上の上級者である管理者は、秘密訓令第４条

第３項の規定により、保全責任者の補助者を指定するときは、別記

第３号様式による防衛秘密保全責任者補助者指定書により、部下職員で

ある行政職俸給表（一）の職務の級２級以上の職にある者及び幹部

自衛官の中から指定しなければならない。

４ 管理者は、秘密訓令第４条第３項の規定により、保全責任者の

補助者を指定したときは、東北防衛局総務部長（以下「総務部長」

という。）に報告しなければならない。

（紛失等の措置）

第５条 秘密が紛失し、漏えいし、若しくは破壊されたとき、又はそ

れらの疑い若しくはおそれがあるときは、関係職員は、ただちに秘

密訓令第１５条第１項に規定する措置をとるほか、次の各号に掲げ

る事項について調査し、所見を添えて、順序を経て局長に報告しな

ければならない。

(1) 事故発生（その疑い又はおそれがある場合を含む。）の日時

及び場所

(2) 事故に関係のある職員の所属、官職及び氏名

(3) 事故に係る秘密の種類、区分、名称及び登録番号

(4) 事故の経過

(5) 事故の及ぼす影響

(6) 事故の発生に際し、関係職員のとつた処置

(7) その他必要な事項

（秘の指定）

第６条 新たに文書、図画及び物件を作成し、又はこれらを接受した

者は、これらの秘密を保全する必要があると認めるときは、秘の指

定を受けなければならない。

（秘の指定等の様式）

第７条 秘密訓令第19条に規定する官房長等の定める様式は、別記第

４号様式による秘の指定書

変更
及び別記第５号様式による秘の指定等の 書とする。

解除

（立入りの制限場所の指定）

第８条 秘密訓令第 10条に規定する官房長等の指定した者は、総務

部長とする。

（立入りの制限場所への立入り）



第９条 立入りの制限場所に立ち入ろうとする者は、別記第６号様

式による立入許可申請書を、当該秘密に係る管理者に提出し、その

許可を得なければならない（ただし、業務に支障を来すおそれがあ

る場合に限り、立入期間を明示して包括的な許可によることができ

る）。

（秘密の文書等の委託）

第 10条 秘密訓令第26条及び第27条に規定する官房長等の指定した

者は、総務部長とする。

（文書、図画及び物件以外の方法による伝達）

第 11条 秘密の知識を文書、図画及び物件並びに電気通信、電話及

び口頭以外の方法により伝達するときは、その方法に関し、管理者

の承認を得なければならない。

（携行する職員の基準等）

第 12条 秘密の文書、図画又は物件を携行により送達するときは、

管理者等の指定する容器に入れて行わなければならない。

（送達の方法の特例）

第13条 秘密の文書、図画又は物件（機密に指定されたものを除く。）

の形体、重量、構成材質等から携行又は郵便法（昭和22年法律第16

5号）に規定する書留の第１種郵便物若しくは小包郵便物により送

達することができないとき、又は送達することが不適当であると認

めるときは、その他の送達の方法に関し、管理者の指示を求めなけ

ればならない。

（送達による受領証）

第14条 秘密訓令第37条に規定する受領証の様式は、別記第７号様式

とする。

（保管の方法の特例）

第15条 秘密訓令第42条第１項に規定する容器により保管することが

できないときは、管理者の指示を求めなければならない。

（閲覧の方法）

第16条 保全責任者は、秘密の文書、図画又は物件を閲覧に供すると

きは、管理者等の承認を得た上、自ら立ち会つて行わなければなら

ない。

２ 秘密訓令第 45条の２第１項に規定する官房長等の定める閲覧簿

は、別記第８号様式とする。

３ 秘密訓令第45条の２第２項の規定に基づき、閲覧記録を省略させ

る場合には、別記第９号様式に定める秘密文書等閲覧記録省略者名

簿に必要事項を記入し、管理者の承認を得なければならない。

（廃棄）

第17条 秘密の文書、図面又は物件の廃棄は、保全責任者が別記第10

号様式により廃棄に当たっての必要事項を確認してから行うものと

する。

（定期検査及び臨時検査）



第18条 秘密訓令第48条第１項に規定する定期検査は、総務部長が毎

年６月末日現在の状況について、７月末日までに行い、12月末日現

在の状況について、翌年の１月末日までに行い、速やかに、その結

果について局長に報告しなければならない。

２ 秘密訓令第48条第２項の規定による臨時検査は、総務部長が必要

と認めたときに、定期検査の例により行うものとする。

（秘密登録等記載簿）

第19条 秘密訓令第22条第１項及び第39条第２項に規定する官房長等

の定める簿冊は、別記第11号様式による秘密登録等記載簿とする。

２ 保全責任者は、秘密の登録、通知、送達、接受、保管、貸出し、

回収、返却又は廃棄が行なわれたときは、その旨をすみやかに前項

に定める簿冊に登載しなければならない。

３ 前項による登録には、暦年ごとに更新する一連番号を附する。

（実施の細目）

第20条 この規則の実施に関し必要な細目は、総務部長が定める。

附 則

この規則は、平成１９年９月１日から施行する。

附 則〔平成２０年７月３０日東北防衛局達第６号〕

この規則は、平成２０年８月１日から施行し、同年３月２６日から

適用する。

附 則〔令和２年３月３１日東北防衛局達第１号〕

この規則は、令和２年４月１日から施行する。

附 則〔令和３年１２月２０日東北防衛局達第８号〕

この規則は、令和３年１２月２０日から施行し、同年６月３０日か

ら適用する。

附 則〔令和５年３月２８日東北防衛局達第２号〕

この規則は、令和５年４月１日から施行する。



第１号様式（第３条関係）

秘 密 保 全 取 扱 者 指 定 書

（氏名） （職又は所属）

（官級又は階級）

秘密保全に関する訓令（平成 1 9年 防衛省訓令第 3 6号 ）第３条に規定

する取扱者を命ずる。

ただし、その取扱いは、○○○に関するものに限る。

令和 年 月 日

指定者

職 氏 名

Ａ４



第２号様式（第４条第１項関係）

秘 密 保 全 責 任 者 指 定 書

秘 密 保 全 責 任 者 代 行 者 指 定 書

（氏名） （職又は所属）

（官級又は階級）

１
秘密保全に関する訓令（平成19年防衛省訓令第36号）第４条第 項に規定

４
保全責任者

する を命ずる。
保全責任者代行者

令和 年 月 日

指定者

職 氏 名

Ａ４



第３号様式（第４条第３項関係）

秘 密 保 全 責 任 者 補 助 者 指 定 書

（氏名） （職又は所属）

（官級又は階級）

秘密保全に関する訓令（平成19年防衛省訓令第36号）第４条第３項に規定

する保全責任者補助者を命ずる。

令和 年 月 日

指定者

職 氏 名

Ａ４



第４号様式（第７条関係）

秘 指 定 書

登録年月日 登 録 番 号

原 議 枚 数 枚

件 名

関 係 部 課

指 定 条 件

理 由

数 量

番号及び送達先

複 製 委 託 者

（製 作）

要 求 者

複製又は製作者

立 会 者

立会者不在の理由

上記のとおり秘の指定及び複製の承認を行う。

令和 年 月 日

職 名

氏 名

Ａ４



第５号様式（第７条関係）

変 更
秘 の 指 定 等 の

解 除
書

変更
秘の指定等を次のとおり

解除
する。

令和 年 月 日

指定者 職 名

氏 名

登 録 年 月 日

登 録 番 号

件 名

変更 秘の

解除
後の

取扱い

新たに付する条件

通 知 先

Ａ４



第６号様式（第９条関係）

立 入 許 可 申 請 書

令和 年 月 日

殿

申請者 職又は所属

官級又は階級

氏 名

下記の理由により、立入りの制限場所 に令和 年 月 日

時から令和 年 月 日 時まで立ち入りたく申請します。

記

理由：

以 上

Ａ４



第７号様式（第14条関係）

送 達 票

殿

一連番号 登録番号 件 名 数量

上記のとおり送達する。

令和 年 月 日

保全責任者 氏 名

切 取 線

受 領 証

殿

一連番号 登録番号 件 名 数量

上記のとおり受領した。

令和 年 月 日

受領者職又は所属

官級又は階級 氏 名

Ａ４



第８号様式（第16条第2項関係）

開　始 終　了

・　この閲覧簿は、保管容器毎に備え付けること.。

・　秘密文書１件毎に記載すること。

・　閲覧が終了し、秘密文書等を保管する際に、保全責任者又は保全責任者補助者が自署又は記名すること。

日付№ 閲覧場所

秘密文書等閲覧簿（保管場所:　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

閲覧時間
確　認閲覧者名文　　　書　　　等　　　名

（保全責任者名： 　　　　　　　　　　　　　）

（保全責任者補助者名：　　　　　　　　　）

登録番号
及び一連

番号



第９号様式（第16条第3項関係）

秘密文書等閲覧記録省略者名簿

登録番号 一連番号

件 名

閲覧記録

省 略 者

（職名）

上記の者は、当該文書の閲覧記録の記載を省略する。

年 月 日

管 理 者 ○○ ○○



第10号様式（第17条関係）

秘密文書等廃棄チェックシート

□ 秘密登録等記載簿に記載されている秘密文書等の名称、廃棄の条件等を確認したか。

□ 秘密文書等の名称、廃棄の条件等を確認したか。

□ 行政文書ファイル管理簿に記載されている秘密文書等の名称並びに保存期間満了日及

び満了時の措置を確認したか。

□ 防衛省行政文書管理規則（平成２３年防衛省訓令第１５号）第２５条第２項に規定す

る内閣府の廃棄同意を得ているか。

□ 廃棄に使用する裁断機は秘密保全に関する訓令の解釈及び運用について（防防調第４

６０７号。１９.４.２７）の別紙第８に定める性能基準を満たしているか。

□ 管理者又はその職務上の上級者に廃棄の承認を得ているか。

□ 管理者の指定する職員が立ち会っているか。



第１１号様式（第19条第1項関係）

登 録 接 受 通 知 送 達

登録 解除 発 送 接 受 通知 通 知 通知 送 達 送達先
名称 数量 発送者 接受者 通知先 数量 送達者 送達先

番号 指定 変更
年月日

年月日 年月日 内容 年月日 方法 年月日 受領日
年月日 年月日

注：保全責任者の交替のときは、備考欄に引き継ぎ年月日及び新旧交替者の官職氏名を記載しなければならない。

秘 密 登 録 等 記 載 簿

保 管 貸 出 回 収

貸 出 者
保 全 保管 定期検 貸 出 貸出 返 納 保 全 回 収 回 収 保 全

数量 査 の 数量 予定 返納者 数量 管理者 理由
責任者 場所 年月日 年月日 所属 氏名 期間 年月日 責任者 年月日 実施者 責任者



返 却 廃 棄

返 却 返 却 保 全 廃 棄 廃 棄 保 全 備 考
数量 管理者 理由 数量 管理者 理由

年月日 実施者 責任者 年月日 実施者 責任者


